
7-2 商取引安全

当初予算（ａ）

補正予算（ｂ）

繰越し等（ｃ）

合計（ａ+ｂ+ｃ）

基準値 目標値 達成

29年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和3年度

400程度 404 386 371 382 - 前年度比で減少

- 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少

基準値 目標値 達成

29年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和3年度

600程度 370 335 235 199 - 前年度比で減少

- 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少

達成

28年度 29年度 30年度

138 159 115

達成

28年度 29年度 30年度

10 8 8

施策の分析

※予算額・執行額については、平成28年度は（項）消費者行政推進費の内数として扱っている。

施策の予算額、執行額等

0 -

達成すべき目標 商品・サービスを安心して取引できる市場環境を実現する。

区分 28年度 29年度 30年度 令和元年度

282

施策の概要 商品先物取引法、割賦販売法等の関連法令を整備し、適切な執行を行うことで、商取引の適正化を行う。

466 315 280,002

平成３０年度実施施策に係る政策評価書
（経済産業省30-7-3）

政策名 ７　生活安全 施策名

施策に関係する内閣の重要
政策（施政方針演説等のうち
主なもの）

未来投資戦略2017（平成29年6月9日閣議決定）

▲272の内数 272 0

1,434の内数 738 315

予算の
状況

（百万円）

506の内数

執行額（百万円） 652の内数 616

1,200の内数 0

達成

年度ごとの目標値

4
商品先物取引法の執行状

況

施策の進捗状況（実績） 目標値

30年度

立入検査数


割賦販売法の着実な執行
（立入検査、報告徴収等）

30年度

商品先物取引法の着実な
執行（立入検査、報告徴
収等

事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施することにより商
品先物取引法を着実に執行している。

達成

立入検査数 
 


達成

担当部局名
商務・サービスグループ

商取引監督課、参事官室（商品市場整備担当）、消費者相談室
政策評価実施時期 令和元年8月

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

該当なし。

評
価
結
果

目標達成度合い
の測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）
一部指標において、未達成なのものがあるが、割賦販売法、商品先物取引法の着実な執行が行われてい
るため、相当程度進展ありとした。

次期目標等への
反映の方向性

学識経験を有する者の知
見の活用

政策評価のあり方を検討する場として、「政策評価懇談会」を設置。その議論を踏まえて省としての政策評価体系や評価の在り方を決定。

・商品先物取引法の執行については、事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施した。また、商品先物取引の実態調査を行い、監督
上注意すべき点の把握に努めた。結果、相談件数は基準値の3分の1程度となっている。

・割賦販売法の執行については、事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施したことに加え、事業者を取り巻く状況の変化を踏まえ、
割賦販売法並びに関係省令を改正した。また、「監督の基本方針」を新規策定・改定し、監督行政の透明性及び均一性確保並びに事業者
における適切な事業運営の促進を図った。

・施策目標の「クレジット取引に関する相談件数」については、平成30年度は未達成となっているが、クレジットカードを利用した取引が過去
5年で約20％上昇している状況に鑑み、相談件数自体の減少を目標とすることが実情として厳しくなってきている。

・割賦販売法、商品先物取引法に関しては、引き続き、業者への立入検査や報告徴収等を行い、適正な執行に努めていく。また、測定指
標の「クレジット取引に関する相談件数」については、クレジットカードを利用した取引数が年々増加していることを踏まえ、目標の再設定を
検討する。

測定指標

1

クレジット取引に関する相
談件数（百件）

実績値

未達成

年度ごとの目標値

2

商品取引に関する相談件
数

実績値

3 割賦販売法の執行状況

施策の進捗状況（実績） 目標値

事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施することにより割
賦販売法を着実に執行している。


	サンプル

